
Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予定
額

その他

 617,505  -  -  617,463  -  42  - 

1 単
新生児給付金
事業

①経済活動の停滞等により子育て世帯の収入減少が懸
念されることから新生児1人あたり2万円を支給し、子育て
世帯の生活を支援する。
②③
新生児特別給付金　2万円×640人＝1,280万円
新生児特別給付金に支給に要する事務経費27万円
④令和3年4月2日から令和4年3月31日までの間に出生し
た新生児の保護者

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

R3.4 R4.3    13,072      13,072 保健センター

2 単
GIGAスクール
環境整備事業

①学校の臨時休業等の期間中も切れ目ない学習環境を
提供し、「地域未来構想20」に掲げられる『GIGAスクール
構想の更なる加速・強化等による新たな時代に相応しい
教育の実現』のための環境整備を図る
②③
インターネット環境がない就学援助世帯に対し、環境整備
の初期費用を補助する　170万円（1万円×170世帯）
④家庭にインターネット環境のない就学援助世帯

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.4 R4.3      1,700        1,700 学務課

3 単
分散勤務等推
進事業

①テレワーク、オンライン会議の実施等、分散勤務を推進
することにより、職員の密集を避けつつ、切れ目のない行
政サービスの提供を図る
②③
テレワーク、オンライン会議の実施等による庁舎以外での
分散勤務に必要な通信環境等の整備を行う。
テレワーク勤務環境整備　5,113万円
オンライン会議環境整備　2,639万円
分散勤務実施に係る経費　174万円
④市

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.4 R4.3    79,256      79,256 

管財課
情報管理課
消防本部
学務課

4 単
テレワークに
よる移住促進
事業

①テレワークを前提とした移住機運の高まりを受け、テレ
ワークを行う移住者の住宅取得補助や家賃補助等を行
い、移住促進を図ることで、人の密集を避けるとともに、感
染拡大防止に資する
②③
市外からの転入者がテレワークを行う場合に住宅取得補
助を交付する。
50万円×15人＝750万円

市外から転入し市内に賃貸物件を借りる移住者が、テレ
ワークを行う場合に家賃補助を交付する。
2万円×8か月（R3.6月～R4.1月）×5人＝80万円

市内宿泊施設のテレワークプランの利用者に利用補助を
交付する。
2,000円×400回分（R3.6月～R4.1月）＝80万円
周知に係る経費　5万円
④自宅やコワーキングスペースを活用し、テレワークを実
施している者

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.4 R4.3      6,650        6,650 政策推進課

5 単
芸術家への支
援事業

①コロナ禍で活動の場がなくなった市内在住又は取手市
を拠点とする芸術家を支援するため、壁画制作を委託す
る
②③
市民会館正面入り口の壁画制作委託料　693万円
④市内在住又は取手市を拠点とする芸術家

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、飲
食業、イベン
ト・エンターテ
インメント事業
等に対する支

援

R3.4 R4.3      6,930        6,930 文化芸術課

6 単
指定管理者休
業支援金給付
事業

①感染拡大防止のために施設を休業した期間について、
休業支援金を交付して指定管理者の事業継続を支援す
る
②③
施設の休業により減収となった指定管理者に対して休業
支援金を支給する
休業支援金　444万円
収入相当額×支援率（1/2）
Ａ施設：2,714,131円×1/2≒1,357,000円
Ｂ施設：885,990円×1/2≒442,000円
Ｃ施設：5,282,054円×1/2≒2,641,000円
④市内公共施設指定管理業者

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.4 R4.3      4,440        4,440 
健康づくり推進課
文化芸術課
スポーツ振興課

7 単
公共施設等の
感染症予防対
策事業

①市内公共施設における新型コロナウイルス感染拡大を
防ぐため、障害者福祉センターの自動水栓化、市内保育
所、体育センター、社会体育施設のトイレ改修を行うととも
に、パーティション等を必要な施設に配備し、施設等利用
者に対して安全な環境を提供する
②③
感染拡大防止のためのトイレ・洗面所等の洋式化・乾式
化・自動水栓化に係る経費10,219万円
（自動水栓化工事285万円（障害者福祉施設3施設）、トイ
レ改修工事実施設計604万円、トイレ改修工事9,330万円
（保育所2保育所、体育センター1施設、社会体育施設2施
設））
市民会館に配備するベルトパーティションスタンド購入に
係る経費　38万円
④市

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.4 R4.3   102,566    102,566 

障害福祉課
子育て支援課
産業振興課
文化芸術課
教育総務課

8 単

9 単
事業所等の感
染症防止対策
支援事業

①市内事業所における感染防止対策や「新しい生活様
式」への対応を促進しつつ市内経済活性化を図るため、
事業所等の改修や付帯設備設置、備品購入等に対し支
援を行う
②③
事業所等新型コロナウイルス感染症防止対策費補助金
5,000万円（10万円×500件）
支給に係る事務経費214万円
〈歳入〉
雇用保険料本人負担分　4,000円
④市内事業所

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.4 R4.3    48,138      48,134          4 産業振興課

10 単
地域公共交通
支援事業

①新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている地域
公共交通の将来にわたる安定的な運行と市民の日常生
活の移動手段を確保するため、バス事業者に対して補助
金による支援を行う
②③
地域公共交通等支援事業補助金
　路線バス：100万円×3路線＝300万円
④市内路線バス事業者

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.4 R4.3      3,000        3,000 都市計画課

令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画
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象外経
費

11 単
小中学校の感
染症予防対策
事業

①小中学校のトイレ改修、自動水栓化を行うとともに、校
内の消毒等を行い、感染症予防を図る
②③
トイレ改修工事実施設計　223万円
・小学校（校舎1校）
・中学校（校舎2校）
トイレ改修工事　4,754万円
・小学校（校舎1校、体育館2校、給食室4校）
・中学校（校舎2校、体育館3校、給食室2校）
自動水栓化　33万円
・小学校（給食室1校）
小中学校校舎内の消毒に係る経費　1,343万円
保護者等への連絡のための通信運搬費　143万円
学校給食センター感染予防消耗品　21万円
（歳入）
雇用保険料本人負担分　33,000円
④市

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.4 R4.3    65,173      65,140         33 

学務課
教育総務課
保健給食課

12 単
GIGAスクール
環境整備事業

①学校の臨時休業等の期間中も切れ目ない学習環境を
提供し、「地域未来構想20」に掲げられる『GIGAスクール
構想の更なる加速・強化等による新たな時代に相応しい
教育の実現』のため、児童・生徒が学校・自宅で使用する
PC周辺機器や、教員が学校・自宅で使用するタブレット型
PC等の環境整備を図る
②③
非常勤講師用タブレット型PC　965万円
（@302,300円×29台×1.1）
特別教室用大型提示装置　772万円（21台）
児童・生徒用PC周辺機器　5,573万円
④市内小中学校

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.4 R4.3    73,100      73,100 学務課

13 単
要保護・準要
保護世帯支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、収入減少が
懸念される要保護・準要保護世帯の児童・生徒に読書感
想文の課題図書等を配布し、経済的支援を行う
②③
小学校：548人
・読書感想文課題図書　181万円
・図書郵送料　38万円
中学校：305人
・読書感想文課題図書　107万円
・図書郵送料　21万円
④要保護・準要保護世帯

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

R3.4 R4.3      3,473        3,473 学務課

14 単

修学旅行及び
校外学習の延
期等に対する
支援事業

①小中学校の修学旅行及び校外学習の中止または延期
等が発生した際の追加的経費を支援することにより、保護
者の経済的負担を軽減する
②③
修学旅行及び校外学習の延期に伴う追加的経費に対し、
市で支援するための経費　1,029万円（小学校14校、中学
校6校）
④各学校長

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R3.4 R4.3    10,292      10,292 指導課

15 単
消防救急業務
等感染防止対
策事業

①感染症傷病者の医療機関への搬送を行う消防救急業
務のための備品や消耗品を整備し、感染防止を図る
②③
救急活動における感染症予防のための備品購入　430万
円
・マイクロプラズマ殺菌ロッカー5台
・救急車用オゾン発生装置6台
感染防止衣、マスク等感染症対策消耗品　756万円
④消防署

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.4 R4.3    11,863      11,863 消防本部

16 単
事業者応援一
時金給付事業

①緊急事態宣言等に伴う飲食店への営業時間短縮要請
や外出自粛要請の影響により売り上げが減少している市
内事業者に対し、事業の継続を支えるための支援を行う
②③
事業者支援一時金　8,000万円（20万円×400件）
支給に係る事務経費297万円
〈歳入〉
雇用保険料本人負担分　5,000円
④茨城県営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金、
国の一時支援金または月次支援金のうちいずれかを受給
している市内事業者

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.9 R4.3    82,967      82,962          5 産業振興課

17 単
健康二次被害
対策事業

①コロナ禍における自粛生活が引き起こす筋力低下など
の健康二次被害を未然に防ぐため、運動機能測定器の
整備や高齢者を対象にした健康相談会を開催する
②③
健康相談会にて指導・助言を行う理学療法士等への謝礼　
15万円
健康相談会会場に整備する運動機能測定器　307万円
④市

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.11 R4.3      3,223        3,223 健康づくり推進課

18 単
高齢者福祉施
設事業継続支
援事業

①感染拡大のために利用者が減少した高齢者福祉施設
に対し、運営補助金を交付して施設の事業継続を支援す
る

②③
利用者が減少した高齢者福祉施設に運営継続のための
支援金を支給する
お休み処支援事業補助金　25万円×2施設＝50万円

④高齢者福祉施設（井野お休み処、戸頭お休み処）

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.11 R4.3        500          500 高齢福祉課

19 単
買い物弱者支
援事業

①外出自粛等により、日常生活に必要な食料品等の買い
物が困難な市民のため、市内を巡回し移動販売を行う事
業者に対し、事業拡大に伴い発生する経費の一部を補助
することで、市民の買い物環境を維持する

②③
車輌購入に要する経費（移動販売に必要な改造費を含
む）
上限金額 200万円（1台）　400万円

④取手市買い物弱者支援事業の実施事業者

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

R3.11 R4.3      4,000        4,000 産業振興課
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20 単
要保護・準要
保護世帯支援
事業

①学校の臨時休業に伴い必要となった児童・生徒の昼食
費を、要保護・準要保護世帯に対して支援

②③
学校の臨時休業により、家庭での食費負担が増大する可
能性があることから、給食費相当分を支援し昼食費の負
担を軽減する。
臨時休業となった給食支給日：9月1日～9月25日（18日
間）
給食支給日1日当たり300円を支給
9月：300円/人×813人×18日=276万円

④要保護・準要保護世帯

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

R3.11 R4.3      4,391        4,391 学務課

21 単
電子図書館事
業

①電子書籍貸出サービスを行うことにより、感染症予防対
策下においても図書館の機能を提供する。

②③
新しい生活様式を推進するため、電子書籍貸出サービス
を実施する。

電子書籍貸出システムの使用に係る経費　440万円
(電子図書館システム使用料440万円)

④市立図書館

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.11 R4.3      4,400        4,400 図書館

22 単
芸術家パート
ナーシップ事
業

①市で活動する芸術家に現存する壁画の修復を依頼する
ことにより、活動機会が減少した芸術家を支援しつつ、
「アートのまち」としての魅力を向上させる

②③
活動機会が減少した芸術家に市内の壁画の修復を委託
する

市内壁画（16か所）の老朽度調査及び修復に係る経費　
318万円(壁画によるまちづくり委託料318万円)

④市内在住又は取手市を拠点とする芸術家

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、飲
食業、イベン
ト・エンターテ
インメント事業
等に対する支

援

R3.11 R4.3      3,177        3,177 文化芸術課

23 単
テイクアウト飲
食店事業者支
援事業

①出前・テイクアウト販売を実施する飲食店に補助金を支
給することにより、新しい生活様式に対応した飲食店を支
援する

②③
出前・テイクアウト販売を実施する飲食店（100店舗）に対
する補助金　1,650万円
補助金交付に係る事務経費　29万円

④テイクアウト飲食店事業者

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、飲
食業、イベン
ト・エンターテ
インメント事業
等に対する支

援

R3.11 R4.3    16,792      16,792 産業振興課

24 単
地域公共交通
等支援事業

①新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている地域
公共交通の将来にわたる安定的な運行と市民の日常生
活の移動手段を確保するため、鉄道事業者に対して補助
金による支援を行う

②③
鉄道事業者に対する補助金　975万円

④市内公共交通機関事業者

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.11 R4.3      9,752        9,752 都市計画課

25 単
指定管理者休
業支援金給付
事業

①感染拡大防止のために施設を休業した期間及び利用
制限があった期間について、支援金を交付して指定管理
者の事業継続を支援する
②③
施設の休業や利用制限により減収となった指定管理者に
対して支援金を支給する

休業支援金　399万円
収入相当額×支援率（1/2）
Ａ施設：5,808,665円×1/2≒2,904,000円
Ｂ施設：2,164,470円×1/2＝1,082,235円

利用制限に対する支援金　162万円
収入相当額×支援率（1/2）　※上限100万円
Ａ施設：2,831,084円×1/2≒1,000,000円（上限100万円）
Ｂ施設：1,244,972円÷2＝622,486円

④市内公共施設指定管理業者

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・小
規模事業者等

への支援

R3.11 R4.3      5,609        5,609 
健康づくり推進課
文化芸術課

26 単
避難所環境整
備事業

①コロナ禍で災害が発生した場合に、密を避けるために
指定避難所以外の避難所を開設する際に必要となる防災
備蓄品を整備し、避難所における感染拡大防止を図る

②③
避難所の換気ために必要な大型扇風機の整備に係る経
費　668万円
避難所の衛生環境確保のために必要な消毒液等の整備
に係る経費　25万円

④市

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.11 R4.3      6,931        6,931 安全安心対策課

27 単

教育・保育給
付費等クラウ
ドシステム導
入事業

①対面接触機会の減少・ペーパーレスの観点から、各民
間保育施設との手続きをオンライン化し、業務効率化及
び感染拡大防止を図る

②③
市役所と市内民間保育所が共用する教育保育給付費等
のシステムを導入する
システム導入委託料 489万円
プロポーザル審査委員謝礼 4万円

④市

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.11 R4.3      4,933        4,933 子育て支援課
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28 単

教育委員会・
小中学校オン
ライン化推進
事業

①職員の密を避ける観点から、オンライン会議等を推進
するため庁舎、教育総合支援センターに教育用ネットワー
クの無線環境を整備する。また、オンライン授業等で教科
書等の著作物を使用できるようにするため、著作権使用
料を措置する

②③
教育用ネットワーク機器の設定業務委託（2か所）　216万
円
オンライン授業における教科書等の著作権使用料　58万
円

④市庁舎、市教育総合支援センター

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.11 R4.3      2,739        2,739 学務課

29 単
小中学校の感
染症予防対策
事業

①教育総合支援センター内の適応指導教室の分散、トイ
レの自動水栓化、外国人児童に対する翻訳機の貸与など
を行うことにより、児童・生徒に安全な環境を提供する

②③
適応指導教室の分散に伴い空調設備を設置する
　空調設備設置工事　50万円
教育総合支援センター内トイレを自動水栓化、空気清浄
機を設置し、感染拡大防止を図る
　自動水栓化工事　25万円
　空気清浄機の設置　40万円
日本語指導を要する帰国及び外国人児童・生徒に翻訳機
を貸与し、感染拡大防止を図る
　翻訳機の購入　34,980円×15台＝52万円

④市教育総合支援センター

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.11 R4.3      1,668        1,668 指導課

30 単
公共施設等の
感染症予防対
策事業

①公共施設等の空調設備改修などの感染症予防対策を
行うことにより、施設等の利用者に対して安全な環境を提
供する

②③
空調設備を改修し、感染拡大防止を図る
　空調設備改修工事（3か所）　625万円
手洗い場を増設し、児童の3密を防ぐ
　保育所手洗い場増設工事（2か所）　260万円
空気清浄器を設置し、感染拡大防止を図る
　空気清浄機の購入（9台）　176万円

④公民館、保育所、消防署

①-Ⅰ-１．マス
ク・消毒液等

の確保
R3.11 R4.3    10,615      10,615 

子育て支援課
消防本部
生涯学習課

31 単
テレワークに
よる移住促進
事業

①テレワークを前提とした移住機運の高まりを受け、テレ
ワークを行う移住者の住宅取得補助や家賃補助等を行
い、移住促進を図ることで、人の密集を避けるとともに、感
染拡大防止に資する
②③
市外からの転入者がテレワークを行う場合に住宅取得補
助を交付する
50万円×20件＝1,000万円

市外から転入し市内に賃貸物件を借りる移住者が、テレ
ワークを行う場合に家賃補助を交付する
5万円×70人＝350万円

市内宿泊施設のテレワークプランの利用者に利用補助を
交付する
2,000円×200回分（R4.2月～R5.1月）＝40万円

④自宅やコワーキングスペースを活用し、テレワークを実
施している者

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R4.2 R4.4以降    13,900      13,900 政策推進課

32 単
GIGAスクール
環境整備事業

①学校の臨時休業等の期間中も切れ目ない学習環境を
提供し、「地域未来構想20」に掲げられる『GIGAスクール
構想の更なる加速・強化等による新たな時代に相応しい
教育の実現』のための環境整備を図る。市内小学校にお
いて令和4年度から2クラス増加することに伴い、追加で大
型刑事装置等を購入する

②③
大型提示装置購入費（2台） 26.4万円
充電保管庫購入費（2台） 62.4万円

④市内小学校（1か所）

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R4.2 R4.3        888          888 学務課

33 単
要保護・準要
保護世帯支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が減少
した要保護・準要保護世帯に対し、新学期に必要な学用
品等の購入費を支給し、経済的支援を行う
②③
小学校
・学用品費等　112,500円×25人＝281万円
中学校
・学用品費等　157,376円×10人＝158万円
・入学準備金　60,000円×8人＝48万円
④要保護・準要保護世帯

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

R4.2 R4.3      4,867        4,867 学務課

34 単
テレワークに
よる移住促進
事業

※№４と同一の事業
①テレワークを前提とした移住機運の高まりを受け、テレ
ワークを行う移住者の住宅取得補助や家賃補助等を行
い、移住促進を図ることで、人の密集を避けるとともに、感
染拡大防止に資する
②③
市外からの転入者がテレワークを行う場合に住宅取得補
助を交付する。
50万円×15人＝750万円

市外から転入し市内に賃貸物件を借りる移住者が、テレ
ワークを行う場合に家賃補助を交付する。
2万円×8か月（R3.6月～R4.1月）×5人＝80万円

市内宿泊施設のテレワークプランの利用者に利用補助を
交付する。
2,000円×400回分（R3.6月～R4.1月）＝80万円
周知に係る経費　5万円
④自宅やコワーキングスペースを活用し、テレワークを実
施している者

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

R3.4 R4.3      2,500        2,500 政策推進課


